
給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書
1　特別職
　 給　　　　　与　　　　　費
　　区　　分 職 員 数 報　  酬 給 　料 期  末  手  当 地域手当 寒冷地 その他の 計 共 済 費 合    計 備　　考

(年間支給率月分) 手　当 手　　当
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

長    等

本

議　　員

年

度

その他の
特 別 職

計

長    等

前

議　　員

年

度

その他の
特 別 職

計

長    等

比　較
議　　員 △ 3 △ 1,965 △ 439 

その他の
特 別 職

△ 558 △ 16,412 △ 16,412 △ 13,049 

計 △ 558 △ 16,415 △ 14,562 △ 13,013 
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２　一般職
（１） 総   括

給　　　　　与　　　　　費

区  分 職員数 報      酬 給      料 職 員 手 当 計 共  済  費 合　   　計 備　　考

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度

前年度

比　較 △ 4 △ 81,681 

区  分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当 管 理 職 手 当 時間外勤務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)
職員手当

本年度

の 内 訳 前年度

比　較 △ 5,748 △ 3,729 △ 18,364 △ 1,106 △ 72,353 

区  分 休日勤務手当 夜間勤務手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 退 職 手 当 合　　　計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)
職員手当

本年度

の 内 訳 前年度

比　較 △ 488 △ 22,446 
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細
区　　分 増減額(千円)  増　減　事　由　別　内　訳 (千円) 　説　　　明　　（千円） 備　　　　　　　　　　考 (千円)
給　　料 △ 81,681 給与改定に伴う増減分 前年度の給与改定に伴うもの 給与改定の状況

　　　　 給料の改定率
　　　　 給与改定実施時期 平成28年4月1日

昇給に伴う増加分 昇給に伴うもの 平均昇給率　　　　　0.78％

その他の増減分 △ 94,075 職員数の変動等に伴うもの 職員数の異動状況
　 　　　本年度 946人
　 　　　前年度 950人
　　　　 増　減 △4人

職員手当 給与改定に伴う増減分 前年度の給与改定に伴うもの 給与改定の状況

　前年度　給与改定実施時期 平成28年4月1日
地域手当　　   　     317 　　地域手当 給料の改定に伴うはね返り
期末手当　　　　    1,561 　　期末手当 給料の改定に伴うはね返り
勤勉手当　　　　   36,639 　　勤勉手当

　      　 平成28年度（0.1月引上げ） 　　支給割合 （平成29年度）
 6月期支給率　　 0.8月　→　0.8月 （0.85月）
12月期支給率　　 0.8月　→　0.9月 （0.85月）

△ 10,454 本年度の給与改定に伴うもの 給与改定の状況
　本年度　給与改定実施時期 平成29年4月1日

扶養手当               66 　　扶養手当 支給額の改定に伴うもの
地域手当　　　　        2 　配偶者　13,000円　→　10,000円
住居手当　　　　 △10,536 　子　　　 6,500円　→　 8,000円
期末手当　　　　   　  14 　配偶者が無い場合の扶養親族の1人

　11,000円　→　子　10,000円・父母等　9,000円
　　地域手当 扶養手当支給額の改定に伴うはね返り
　　住居手当 持ち家　   4,000円　→　2,000円
　　期末手当 扶養手当支給額の改定に伴うはね返り

支給率引上げ及び給料の改定に伴うはね返り
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区　　分 増減額(千円)  増　減　事　由　別　内　訳 (千円) 　説　　　明　　（千円） 備　　　　　　　　　　考 (千円)
その他の増減分 職員数の変動等に伴うもの

 扶養手当 △ 5,814 
 地域手当 △ 4,048 
 住居手当 △ 7,828 
 通勤手当
 税務手当
 社会福祉業務手当 △ 36 
 救急救命士手当
 管理職手当 △ 1,106 
 時間外勤務手当 △ 72,353 
 休日勤務手当 △ 488 
 期末手当 △ 24,021 
 勤勉手当 △ 14,634 
 退職手当
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（３）給料及び職員手当の状況
　ア　職員１人当たり給与 イ　初任給

区　　　　　　　　分 一　般　職 技能労務職
　 平均給料月額　（円）
 平成29年1月1日現在 平均給与月額　（円）

平 均 年 齢　 （歳）
　 平均給料月額　（円）
 平成28年1月1日現在 平均給与月額　（円）

平 均 年 齢　 （歳）
　※再任用短時間勤務職員を含めずに算出｡

　ウ　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

区　　　分 一　　　般　　　職 国(行政職俸給表１）
円 円

高　校　卒

円 円
大　学　卒

区　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級
一 般 職 主事補 主　事 主任主事 係長・主査 課長補佐 課　長 次　長 局　長

技師補 技　師 主任技師 部　長

　　　一　　　般　　　　職 　　　技　能　労　務　職
　職員数（人）　構成比（％）　職員数（人） 　構成比（％）

１　級
２　級
３　級
４　級

 平成29年1月1日現在 ５　級
６　級
７　級
８　級

計
１　級
２　級
３　級
４　級

 平成28年1月1日現在 ５　級
６　級
７　級
８　級

計

　　　区　          分
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エ　昇給 オ　期末手当・勤勉手当
代 　表 　的 　な 　職　 種

区　　　　　分 合　計 一 般 職 技能労務職 消　防　職
（人） （人） （人） （人）

職　　員　　数　　(Ａ)　 　 (人）
本 昇給に係る職員数(Ｂ)(人)

２号給　 (人)
年 号給数別内訳 ４号給　 (人)

６号給　 (人) カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当
度 ８号給　 (人)

　比　率　(B)/(A)          (％)

職　　員　　数　　(Ａ)　 　 (人）
前 昇給に係る職員数(Ｂ)(人)

１号給　 (人)
年 号給数別内訳 ２号給　 (人)

３号給　 (人)
度 ４号給　 (人)

　比　率　(B)/(A)          (％)

キ　地域手当    ク　特殊勤務手当

ケ　その他の手当

20年勤続 25年勤続 35年勤続 最高限度 そ の 他 の 支　給　対　象　地　域
区　分 の者 の者 の者 加 算 措 置 等 備　考

（月分） （月分） （月分） （月分）
定 年 前 早 期 平成25年

支給率等 退職特例措置 月 日
(2%～20%加算) 改 正

国の制度 定 年 前 早 期 平成25年
(支給率 退職特例措置 月 日
等) (2%～45%加算) 改 正

支　給　対　象　地　域 全 地 域
支　　給　　率 （％）
給与法に定める支給率 （％）
支 給 対 象 職 員 （人）

　　区　　　　　　　　分 全　職　種 代表的な職種
給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 一般職・技能労務職・消防職
支給対象職員の比率 平成 年 月 日 （％）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 清掃業務手当・深夜特殊業務手当・社会福祉業務手当
税務手当

区  分 国の制度との異同 　　差　　　　異　　　　の　　　　内　　　　容
扶養手当 同　じ

自宅の場合　
住居手当 異なる 　市　世帯主　2,000円

　国　なし

乗用車等利用者
通勤手当 異なる 　市　使用距離（２ｋｍ未満を除く）に応じて　2,500円～31,600円を支給

　国　使用距離（２ｋｍ未満を除く）に応じて　2,000円～31,600円を支給

支給期別支給率 支給率計 職制上の段階、 備　考
区  分  ６ 月 １２月 職務の級等によ

（月分） （月分） （月分） る加算措置
本 年 度 有
前 年 度 有
国の制度 有
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（単位　千円・％）

平成29年度

平成30年度

計

平成29年度

平成30年度

計

平成28年度

平成29年度

計

平成28年度

平成29年度

計

平成29年度

平成30年度

平成31年度

平成32年度

計

平成28年度

平成29年度

計

コミュニティ
バス運行計画
作 成 支 援
業 務 委 託

02 総務費 01 総務管理費

船形堤外排水
路 改 修 事 業
計 画 書 作 成
業 務 委 託

継 続 費 に つ い て 前 前 年 度 末 ま で の 支 出 額 、 前 年 度 末 ま で の 支 出 額 又 は 支 出 額
の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 並 び に 事 業 の 進 行 状 況 等 に 関 す る 調 書

款 項 事業名
年　度 年割額

左　 の　 財　 源　 内　 訳

一般財源国　県
支出金

地方債

翌 年 度
以 降 支 出
予 定 額

前 年 度
末までの
支 出
見込 額

当 該 年 度
支 出
予 定 額

その他

当 該 年 度
末 ま で の
支 出
予 定 額

継続費の
総 額 に
対 す る
進 捗 率

全　　体　　計　　画
前前年度
末までの
支 出 額

いちいのホー
ル 空 調 設 備
改修工事監理
業 務 委 託

いちいのホー
ル 空 調 設 備
改 修 工 事

農業振興地域
整備計画策定
業 務 委 託

生 活 環 境
影 響 調 査 等
業 務 委 託

特  定  財  源 

   農　　林

   水産業費
01 農業費

04 衛生費 02 清掃費
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（単位　千円・％）

款 項 事業名
年　度 年割額

左　 の　 財　 源　 内　 訳

一般財源国　県
支出金

地方債

翌 年 度
以 降 支 出
予 定 額

前 年 度
末までの
支 出
見込 額

当 該 年 度
支 出
予 定 額

その他

当 該 年 度
末 ま で の
支 出
予 定 額

継続費の
総 額 に
対 す る
進 捗 率

全　　体　　計　　画
前前年度
末までの
支 出 額

特  定  財  源 

平成28年度

平成29年度

計

平成29年度

平成30年度

計

野 田 市 駅 西
土地区画整理
事業物件補償
（ そ の ２ ）

野 田 市 駅 西
土地区画整理
事業物件補償

08 土木費 04 都市計画費
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（単位　千円）

期　間 期　間

未償還額について、最高年２％ 平成21年度 平成29年度 未償還額について、最高年２％
以 内 の 割 合 で 算 出 し た 金 額 ～ ～ 以 内 の 割 合 で 算 出 し た 金 額

平成28年度 返済の年まで

平成29年度

～

平成43年度

平成29年度

平 成 年 度 ～

平成43年度

平成29年度

平 成 年 度 ～

平成36年度

平 成 年 度 平成29年度

～ ～

平 成 年 度 平成41年度

平成29年度

平 成 年 度 ～

平成43年度

平成29年度

平 成 年 度 ～

平成37年度

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

事 項 限 度 額
前年度末までの支出（見込）額 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額

左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源
一 般 財 源

金　額 金 額 国県支出金 地方債 その他

農 業 近 代 化 資 金
利 子 補 給 金

野 田 市 土 地 開 発 公 社 に
対 す る 債 務 保 証

野田市土地開発公社が、金融機
関から事業資金を借り入れた
も の に 対 す る 債 務 保 証

野田市土地開発公社が、金融機
関から事業資金を借り入れたものに
対 す る 債 務 保 証

全　額

公有地の拡大の推進
に関する法律第４条
及び第５条に基づく
用 地 取 得 事 業

内
　
訳

代 替 取 得 分 借 換

内
　
訳

公有地の拡大の推進
に関する法律第４条
及び第５条に基づく
用 地 取 得 事 業 借 換

代　替　取　得　分

内
　
　
　
訳

内
　
訳

− 323 −



（単位　千円）

期　間 期　間

事 項 限 度 額
前年度末までの支出（見込）額 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額

左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源
一 般 財 源

金　額 金 額 国県支出金 地方債 その他

平成27年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成33年度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成12年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成31年度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成36年度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成9年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成33年度

平成17年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成46年度

平 成 年 度

平 成 年 度

土 地 改 良 施 設 維 持 管 理
適 正 化 事 業 拠 出 金

内

訳

野 田 市 南 部 地 区 ほ 場
整 備 事 業 元 利 補 給 金

内
　
訳

中 小 企 業 融 資 資 金
利 子 補 給 金

未償還額について、最高年３％
以 内 の 割 合 で 算 出 し た 金 額

未償還額について、最高年３％
以 内 の 割 合 で 算 出 し た 金 額

内
　
　
訳

ス ポ ー ツ 公 園
整 備 事 業

事業費 千円及びこの
事業費に対する利子の合計額

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

全　額

農 業 経 営 基 盤 強 化
資 金 利 子 補 給 金

未償還額について、最高年１
％ 以 内 の 割 合 で 算 出 し た 金
額 た だ し 、 借 入 れ の 日
から５年間に 限り 、 ％以
内 の 割 合 で 算 出 し た 金 額

未 償 還 額 に つ い て 、 最 高 年 １
％ 以 内 の 割 合 で 算 出 し た 金
額 た だ し 、 借 入 れ の 日
か ら ５ 年 間 に 限 り 、 ％ 以
内 の 割 合 で 算 出 し た 金 額

内
訳
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（単位　千円）

期　間 期　間

事 項 限 度 額
前年度末までの支出（見込）額 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額

左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源
一 般 財 源

金　額 金 額 国県支出金 地方債 その他

平成22年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成36年度

平成13年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成37年度

平成14年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成39年度

未償還額について、最高年 ％ 平成24年度 平成29年度 未償還額について、最高年 ％
以 内 の 割 合 で 算 出 し た 金 額 ～ ～ 以 内 の 割 合 で 算 出 し た 金 額

平成28年度 平成36年度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成15年度

～ 平成29年度

平成28年度

平成16年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成34年度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成16年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成30年度

平成16年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成30年度

都 市 計 画 街 路 用 地
取 得 事 業

事 業 費 千 円 及 び こ の
事業費に対する利子の合計額

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

（ 仮 称 ） 南 部 地 区 新 設 小 学 校
用 地 取 得 事 業

事業費 千円及びこの
事業費に対する利子の合計額

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

（ 仮 称 ） 南 部 地 区 新 設 小 学 校
校 舎 等 取 得 事 業

事業費 千円及びこの
事業費に対する利子等の合計額

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

開 業 育 成 資 金 等
利 子 補 給 金

内
　
　
訳

農 道 整 備 事 業 元 利 補 給 金

県 営 地 盤 沈 下 対 策 事 業
元 利 補 給 金

内
訳

事 業 費 千 円 及 び こ の
事業費に対する利子の合計額

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

市 営 住 宅 用 地 取 得 事 業 全　額

事 業 費 千 円 及 び こ の
事業費に対する利子の合計額

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

宮 崎 小 学 校 用 地 取 得 事 業 全　額
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（単位　千円）

期　間 期　間

事 項 限 度 額
前年度末までの支出（見込）額 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額

左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源
一 般 財 源

金　額 金 額 国県支出金 地方債 その他

平成21年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成31年度

平成22年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成30年度

平成23年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成30年度

平成23年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成31年度

平成24年度

～ 平成29年度

平成28年度

平成24年度

～ 平成29年度

平成28年度

平成27年度

～ 平成29年度

平成28年度

平成25年度

～ 平成29年度

平成28年度

平成15年度

～ 平成29年度

平成28年度

未償還額について、最高年 ％ 平成29年度 未償還額について、最高年 ％
以 内 の 割 合 で 算 出 し た 金 額 ～ 以 内 の 割 合 で 算 出 し た 金 額

平成34年度

平 成 年 度

平 成 年 度

北部小学校第一仮設校舎借上料

北部小学校第二仮設校舎借上料

北部小学校第三仮設校舎借上料

北 部 小 学 校 給 食 配 膳 室 借 上 料

中 央 監 視 装 置 使 用 料

新 住 民 記 録 シ ス テ ム 等 使 用 料
限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

全　額

千円に係る消費税及び
地 方 消 費 税 の 税 率 改 定 に
伴 う 増 加 額 の 範 囲 内

北 部 保 育 所 指 定 管 理 料

千円に施設の管理運営に
係る条件の著しい変化及び施設に
入所する児童の増加又は減少によ
る増減額を加算した額の範囲内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

中 央 の 杜 用 地 取 得 事 業
事 業 費 千 円 及 び こ の
事業費に対する利子の合計額

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

全　額

被 災 者 住 宅 再 建 資 金
利 子 補 給 金

内
訳
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（単位　千円）

期　間 期　間

事 項 限 度 額
前年度末までの支出（見込）額 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額

左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源
一 般 財 源

金　額 金 額 国県支出金 地方債 その他

平成25年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成31年度

平成25年度

～ 平成29年度

平成28年度

平成25年度

～ 平成29年度

平成28年度

平成27年度

～ 平成29年度

平成28年度

平成25年度

～ 平成29年度

平成28年度

平成25年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成30年度

平成26年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成30年度

平成26年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成30年度

平成27年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成32年度

平成26年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成30年度

平成26年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成30年度

消 防 指 令 共 同 運 用 整 備 事 業

健 康 管 理 シ ス テ ム 使 用 料

コ ン ビ ニ 収 納 代 行 業 務 委 託
限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

全　額

千 円 に 係 る 消 費 税
及 び 地 方 消 費 税 の 税 率 改 定
に 伴 う 増 加 額 の 範 囲 内

移 動 販 売 車 両 等 整 備 補 助 金

基幹水利施設ストックマネジメント
事 業 費 負 担 金

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

木 間 ケ 瀬 保 育 所 指 定 管 理 料

千円に施設の管理運営に
係る条件の著しい変化及び施設に
入所する児童の増加又は減少によ
る増減額を加算した額の範囲内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

関宿地域一般廃棄物処理委託料
千 円 に 消 費 税 及 び

地方消費税を加算した額の範囲内
限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

全　額

戸 籍 電 算 化 シ ス テ ム 事 業
千 円 に 消 費 税 及 び

地方消費税を加算した額の範囲内
限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

全　額

あすなろ職業指導所指定管理料
千円に施設の管理運営に

係る条件の著しい変化による
増減額を加算した額の範囲内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

楽 寿 園 指 定 管 理 料
千円に施設の管理運営に

係る条件の著しい変化による
増減額を加算した額の範囲内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。
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（単位　千円）

期　間 期　間

事 項 限 度 額
前年度末までの支出（見込）額 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額

左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源
一 般 財 源

金　額 金 額 国県支出金 地方債 その他

平成26年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成30年度

平成26年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成30年度

平成27年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成33年度

平成27年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成31年度

平成27年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成31年度

平成27年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成31年度

平成29年度

平成28年度 ～

平成32年度

平成27年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成30年度

平成27年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成30年度

平成27年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成31年度

平成27年度

～ 平成29年度

平成28年度

野 田 市 斎 場 指 定 管 理 料

千円に施設の管理運営に
係る条件の著しい変化及び火葬等
燃料費の増加又は減少による
増減額を加算した額の範囲内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

せ き や ど 図 書 館 及 び
関 宿 コ ミ ュ ニ テ ィ 会 館
指 定 管 理 料

千円に施設の管理運営に
係る条件の著しい変化による増減
額 を 加 算 し た 額 の 範 囲 内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

Ｌ Ｅ Ｄ ラ ン プ 交 換 事 業
千 円 に 消 費 税 及 び

地方消費税を加算した額の範囲内
限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

全　額

自 転 車 等 駐 車 場 指 定 管 理 料
千円に施設の管理運営に

係る条件の著しい変化による
増減額を加算した額の範囲内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

あ お い 空 指 定 管 理 料
千円に施設の管理運営に

係る条件の著しい変化による
増減額を加算した額の範囲内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

清 水 保 育 所 指 定 管 理 料

千円に施設の管理運営に
係る条件の著しい変化及び施設に
入所する児童の増加又は減少によ
る増減額を加算した額の範囲内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

東 部 保 育 所 及 び 地 域 子 育 て
支 援 セ ン タ ー 指 定 管 理 料

千円に施設の管理運営に
係る条件の著しい変化及び施設に
入所する児童の増加又は減少によ
る増減額を加算した額の範囲内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

あ さ ひ 育 成 園 指 定 管 理 料

千円に施設の管理運営に係
る条件の著しい変化及び施設に入
所する児童の増加又は減少による
増減額を加算した額の範囲内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

こ だ ま 学 園 指 定 管 理 料

千円に施設の管理運営に
係る条件の著しい変化及び施設に
入所する児童の増加又は減少によ
る増減額を加算した額の範囲内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

関 宿 斎 場 指 定 管 理 料

千円に施設の管理運営に
係る条件の著しい変化及び火葬等
燃料費の増加又は減少による増減
額 を 加 算 し た 額 の 範 囲 内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

指 定 ご み 袋 供 給 事 業
千 円 に 消 費 税 及 び

地方消費税を加算した額の範囲内
限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

全　額
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（単位　千円）

期　間 期　間

事 項 限 度 額
前年度末までの支出（見込）額 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額

左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源
一 般 財 源

金　額 金 額 国県支出金 地方債 その他

平成27年度 平成29年度

～ ～

平成28年度 平成31年度

平成29年度

平成28年度 ～

平成30年度

平成29年度

～

平成30年度

平成29年度

平成28年度 ～

平成33年度

平成29年度

平成28年度 ～

平成34年度

平成29年度

平成28年度 ～

平成32年度

平成30年度

～

平成32年度

平成28年度 平成29年度

平成29年度

～

平成35年度

平成29年度

～

平成35年度

平成29年度

平成28年度 ～

平成41年度

春 風 館 道 場 指 定 管 理 料
千円に施設の管理運営に

係る条件の著しい変化による
増減額を加算した額の範囲内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

ち ば 電 子 調 達 シ ス テ ム 使 用 料

千 円 に 消 費 税 及 び 地 方
消費税を加算した額の範囲内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

千 円 に 消 費 税 及 び 地 方
消費税を加算した額の範囲内

Ｃ Ｖ Ｃ Ｆ 装 置 賃 借 料
千円に消費税及び地方

消費税を加算した額の範囲内
限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

全　額

コ ミ ュ ニ テ ィ バ ス 車 両 借 上 料
千円に消費税及び地方

消費税を加算した額の範囲内
限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

全　額

ち ば 電 子 申 請 シ ス テ ム 使 用 料

千円に消費税及び地方消費税
を 加 算 し た 額 の 範 囲 内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

全　額

千 円 に 消 費 税 及 び 地 方
消費税を加算した額の範囲内

期 日 前 ・ 不 在 者 投 票
シ ス テ ム 使 用 料

千円に消費税及び地方消費税
を 加 算 し た 額 の 範 囲 内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

全　額

南 部 保 育 所 指 定 管 理 料

千円に施設の管理運営
に係る条件の著しい変化及び施設
に入所する児童の増加又は減少に
よる増減額を加算した額の範囲内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

尾 崎 保 育 所 指 定 管 理 料

千円に施設の管理運営
に係る条件の著しい変化及び施設
に入所する児童の増加又は減少に
よる増減額を加算した額の範囲内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

愛 宕 駅 西 口 駅 前 広 場 等
用 地 取 得 事 業

千円及びこの事業費に
対 す る 利 子 の 合 計 額

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。
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（単位　千円）

期　間 期　間

事 項 限 度 額
前年度末までの支出（見込）額 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額

左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源
一 般 財 源

金　額 金 額 国県支出金 地方債 その他

平成29年度

平成28年度 ～

平成32年度

平成29年度

平成28年度 ～

平成32年度

平成29年度

～

平成34年度

平成29年度

平成29年度

～

平成36年度

平成29年度

～

平成33年度

平成29年度

～

平成30年度

平成29年度

平成29年度

～

平成33年度

平成29年度

～

平成33年度

平成29年度

～

平成40年度

文 化 会 館 、 野 田 公 民 館 及 び
中央コミュニティ会館指定管理料

千円に施設の管理運営
に係る条件の著しい変化による増
減 額 を 加 算 し た 額 の 範 囲 内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

総 合 公 園 指 定 管 理 料
千円に施設の管理運営に

係る条件の著しい変化による増減
額 を 加 算 し た 額 の 範 囲 内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

総 合 行 政 情 報 シ ス テ ム 使 用 料
千円に消費税及び地方

消費税を加算した額の範囲内
限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

全　額

コ ミ ュ ニ テ ィ バ ス 運 行 事 業
千円にバスの運行に係る条

件の著しい変化による増減額を加
算 し た 額 の 範 囲 内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

全　額

コ ミ ュ ニ テ ィ バ ス 車 両 借 上 料
千円に消費税及び地方

消費税を加算した額の範囲内
限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

全　額

野 田 市 関 宿 心 身 障 が い 者
福 祉 作 業 所 指 定 管 理 料

千円に施設の管理運営に
係る条件の著しい変化による増減
額 を 加 算 し た 額 の 範 囲 内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

花 輪 保 育 所 指 定 管 理 料

千円に施設の管理運営に
係る条件の著しい変化及び施設に
入所する児童の増加又は減少によ
る増減額を加算した額の範囲内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

こ だ ま 学 園 事 務 室 建 設 工 事

野 田 地 域 一 般 廃 棄 物
収 集 委 託 料 （ 清 水 方 面 ）

千円に消費税及び地方
消費税を加算した額の範囲内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

全　額

野 田 地 域 一 般 廃 棄 物
収 集 委 託 料 （ 吉 春 方 面 ）

千円に消費税及び地方
消費税を加算した額の範囲内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

全　額

か ん が い 排 水 事 業
元 利 補 給 金

全　額
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（単位　千円）

期　間 期　間

事 項 限 度 額
前年度末までの支出（見込）額 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額

左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源
一 般 財 源

金　額 金 額 国県支出金 地方債 その他

平成29年度

～

平成33年度

平成29年度

～

平成33年度

平成29年度

～

平成33年度

平成29年度

～

平成32年度

平成29年度

～

平成33年度

平成30年度

～

平成33年度

平成30年度

～

平成33年度

平成30年度

～

平成33年度

平成30年度

～

平成32年度

平成29年度

～

平成34年度

平成29年度

～

平成34年度

市 営 住 宅 シ ス テ ム 使 用 料
千 円 に 消 費 税 及 び 地 方

消費税を加算した額の範囲内
限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

全　額

南 ・ 北 図 書 館 及 び 南 ・ 北
コ ミ ュ ニ テ ィ 会 館 指 定 管 理 料

千円に消費税及び地方消
費税並びに施設の管理運営に係る
条件の著しい変化による増減額を
加 算 し た 額 の 範 囲 内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

郷 土 博 物 館 及 び
市 民 会 館 指 定 管 理 料

千円に消費税及び地方消
費税並びに施設の管理運営に係る
条件の著しい変化による増減額を
加 算 し た 額 の 範 囲 内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

総 合 公 園 及 び 関 宿 総 合 公 園
施 設 予 約 シ ス テ ム 使 用 料

千 円 に 消 費 税 及 び 地 方
消費税を加算した額の範囲内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

全　額

関 宿 総 合 公 園 等 指 定 管 理 料

千円に消費税及び地方消
費税並びに施設の管理運営に係る
条件の著しい変化による増減額を
加 算 し た 額 の 範 囲 内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

二 要 素 認 証 機 器 等
運 用 保 守 委 託 料

千 円 に 消 費 税 及 び 地 方
消費税を加算した額の範囲内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

全　額

仮 想 環 境 シ ス テ ム 等
運 用 保 守 委 託 料

千円に消費税及び地方
消費税を加算した額の範囲内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

全　額

自治体情報セキュリティクラウド
運 用 保 守 委 託 料

千円に消費税及び地方
消費税を加算した額の範囲内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

全　額

指 定 ご み 袋 供 給 事 業
千 円 に 消 費 税 及 び

地方消費税を加算した額の範囲内
限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

全　額

野 田 地 域 一 般 廃 棄 物
収 集 委 託 料 （ み ず き 方 面 ）

千円に消費税及び地方
消費税を加算した額の範囲内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

全　額

野 田 地 域 一 般 廃 棄 物
収 集 委 託 料 （ 山 崎 方 面 ）

千円に消費税及び地方
消費税を加算した額の範囲内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

全　額
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（単位　千円）

期　間 期　間

事 項 限 度 額
前年度末までの支出（見込）額 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額

左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源
一 般 財 源

金　額 金 額 国県支出金 地方債 その他

平成29年度

～

平成34年度

平成29年度

～

平成31年度

平成29年度

～

平成34年度

平成29年度

～

平成43年度

平成29年度

～

平成35年度

平成29年度

～

平成35年度

平成29年度

～

平成33年度

移 動 用 自 動 車
（ あ さ か ぜ １ 号 ） 購 入 費

千 円 に 消 費 税 及 び
地方消費税を加算した額の範囲内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

校 務 支 援 シ ス テ ム 使 用 料
千 円 に 消 費 税 及 び

地方消費税を加算した額の範囲内
限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

全　額

この事業費の財源内訳は支出年度に決定する。

財 団 法 人 野 田 市 開 発 協 会
事 業 資 金 に 対 す る 損 失 補 償

財 団 法 人 野 田 市 開 発 協 会 が
金 融 機 関 か ら 事 業 資 金 を
借り入れたものに対する損失補償

財 団 法 人 野 田 市 開 発 協 会 が
金 融 機 関 か ら 事 業 資 金 を
借り入れたものに対する損失補償

全　額

事 業 費 千 円 及 び こ の
事 業 費 に 対 す る 利 子 の 合 計 額

事 業 費 借 換 分

生 産 緑 地 地 区 買 取 り 事 業
事 業 費 千 円 及 び
この事業費に対する利子の合計額

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

内
　
　
訳

事業費 千円及び この
事業費に対する利子の合計額

事 業 費 千 円 及 び こ の
事 業 費 に 対 す る 利 子 の 合 計 額

事 業 費 分

事業費 千円及び この
事業費に対する利子の合計額

野 田 地 域 一 般 廃 棄 物
収 集 委 託 料 （ 尾 崎 方 面 ）

千円に消費税及び地方
消費税を加算した額の範囲内

限度額から前年度末までの支出
（ 見 込 ） 額 を 差 し 引 い た 額

全　額
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（単位　千円）

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

14,669,737 17,633,984 977,500 1,954,395 16,657,089

総 務 438,313 290,347 119,100 158,911 250,536

庁 舎 447,749 216,131 194,660 21,471

民 生 294,605 516,897 61,200 35,598 542,499

衛 生 1,072,677 938,814 11,800 149,177 801,437

農 林 水 産 業 187,761 263,323 56,700 22,527 297,496

商 工

土 木 5,686,128 5,321,629 646,000 839,507 5,128,122

公 営 住 宅 161,883 139,977 20,697 119,280

消 防 940,606 847,350 79,600 167,758 759,192

教 育 5,427,027 9,091,715 3,100 362,245 8,732,570

住宅新築資金貸付 12,988 7,801 3,315 4,486

2,553 1,704 851 853

民 生

農 林 水 産 業

土 木

教 育 2,553 1,704 851 853

そ の 他

22,408,591 22,484,934 1,760,900 1,632,515 22,613,319

臨 時 財 政 特 例 債 21,467 11,146 10,831 315

減 税 補 て ん 債 1,066,337 875,207 193,545 681,662

臨時税収補てん債 89,275 33,992 33,992

調 整 分 45,397 29,868 13,760 16,108

臨 時 財 政 対 策 債 21,186,115 21,534,721 1,760,900 1,380,387 21,915,234

借 換 債

37,080,881 40,120,622 2,738,400 3,587,761 39,271,261

8,611,719 9,021,045 577,500 1,151,171 8,447,374

45,692,600 49,141,667 3,315,900 4,738,932 47,718,635総　　　　計

(3)

(4)

(5)

(6)

合　　　　計

４ 合 併 特 例 事 業 債

(4)

(5)

３ そ の 他

(1)

(2)

(11)

２ 災 害 復 旧 債

(1)

(2)

(3)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

(10)

1 普 通 債

(1)

(2)

(3)

(4)

区　　　　分 前前年度末現在高 前年度末現在高見込額 当該年度末現在高見込額
当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額

地 方 債 の 前 前 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及 び
当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

— 333 —


	一般会計予算
	給与費明細書
	　1　特別職
	　2　一般職

	継続費
	債務負担行為
	地方債

